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範列分析による二項対立概念の検討
―議論教育論の礎として―
久　島　　　玲
はじめに
　ディベートをはじめとした議論教育では、たとえ
ば「日本は死刑制度を廃止すべきであるか否か」と
いった形で、問いが二項対立的に設定されることが
ある。議論教育の公教育への導入が進むにつれて論
争が熱を帯びているが、この二項対立（dichotomy）
が視野を狭めるとする批判も少なくない。これは妥
当か。本稿ではこの問いを検討する。
　議論教育は、一般化された明瞭な定義は存在しな
いが、推論を通して議論を構築すること、他者と議
論を交わすことによって、「論理的思考力」や「コ
ミュニケーション力」の育成を目的とした教育を指
す言葉として広く用いられている。議論教育につい
ては、参加にあたっての障壁、子どもと教師の非対
称性などについて、政治的な観点からの検討が進ん
できた（たとえば丸橋　2019）。だが、本稿が主眼
に置く、議論教育における二項対立について、言語
学・論理学の見地から分析したものは管見の限り少
なく、不十分である（このことは１章で論じる）。
また、二項対立が視野の狭窄を招くのかという点で
は、実証的研究において論争的であり、決着を見な
い（Felton 2009; Conti 2013）。一方で、そこで論じ
られている二項対立とは何かについて理論的な検討
が不足している。殊に日本においては、この検討が
不十分なまま公教育での議論教育が先取り的に実践
されている傾向が強い。二項対立は、子どもが最初
に手にする論理的操作とされており（Jacobson & 
Halle 1956, 60）、教科や単元に関係なく広く用いら
れる思考の枠組みであるため、これについて検討す
る重要性は大きい。
　結論を先取りすることになるが、本稿が対象とす
る二項対立批判や、それを招いた議論教育実践は、
誤謬を孕んでいる側面がある。先に触れた通り、議
論教育の目的に「論理的思考力」が掲げられている
以上、そのような状態で語られるのは望ましくな
い。本稿は、意味分析、とりわけ主に範列分析（後
述）を用いて、誤謬を避けて議論教育を行ったりそ
れについて語ったりするための、基礎的な考察を提
供せんと試みる。
従来であれば、このような検討をせずとも、議論
を好む者は励み、嫌う者は避ければよかった。しか
し、近年、ディベートやディスカッションといった
議論教育は公教育に取り込まれ、参加者の嗜好に拘
わらず全国で広く実施されるようになってきてい
る。たとえば、総務省・文部科学省（2015）は主権
者教育の副教材『私たちが拓く日本の未来』を発刊
し、実践活動としてパネル・ディスカッションや
ワールド・カフェ、ディベートを紹介している。ま
た、2022年から施行予定の新学習指導要領では、高
校英語において「『ディベート＆ディスカッション
Ⅰ』を原則として、全ての生徒に履修させる」見通
しである。これから議論教育がさらに拡大するに際
し、検討する必要がある。
１．議論教育における二項対立批判とその
問題点
　二項対立は議論教育に関する研究の中でどのよう
に論じられているのか。はじめに、本稿が主眼を置
く二項対立を批判するものを概観する。次に、二項
対立に教育的意義を見いだそうとするものを見て、
その中にある課題と、それに臨んだ研究を確認す
る。そのうえで、先行研究の抱える克服されるべき
２つの課題を描出する。
まず、議論教育における二項対立を批判するもの
について。一貫した主張は、「二項の間にあるもの
が見落とされてしまう」というものである。たとえ
ば磯崎（2006, 228）は、「２つの選択肢の戦いの中で、
第三の道、第四の道などを模索することが難しくな
る」結果、「実際の複雑な政策決定には耐えられな
いと同時に、多様な価値観形成も行えない」として
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いる。教育哲学の領域では、苫野（2017, 63-64）が
同様の指摘を行っている。二項対立的な問いを「問
い方のマジック」と呼び、二項のうちどちらかが正
しいと思わせることによって「思考を誤った方向へ
と向かわせる」としている。この懸念は教育に限ら
ず、たとえばフランス思想と比較文学を専門とす
るCuller（1975, 16-18）は「連続を離散に還元して
しまうときに、人が頼っているのが、弁別的な集合
（distinctive classes）を打ち立てるための基本的な
手段としての二項対立である」と述べている。以上
の議論は、総じて「二項対立はよくない。なぜなら、
ＡでもＢでもないＣが存在するのに、それをＡor
Ｂに単純化するのが二項対立だからだ。」というも
のであるが、これは議論教育における二項対立を批
判する論拠として妥当なのか。これが問われるべき
第一の課題である。
　批判の一方で、二項対立のポジティブな側面を描
き出そうとした研究も存在する。仲正（2006, 34）は、
二項対立の意義の救出を試みているが、「互いに移
動し合ったり、第三、第四の立場を設定できる可能
性を認めることができるのであれば」という留保を
付しており、これは先に見た批判に応答をしている
わけではない。というのは、仲正も批判派も、第三、
第四の立場が認められればよく、認められなければ
よくないとする点で同じであるが、これは第三、第
四の立場の存在を前提にしており、そもそも二項対
立に第三、第四の立場を求めることが妥当なのかと
いう第一の課題を放置しているためである。ほか
に、二項対立の図式によって物語の「読み」が深化
されると主張する谷口（2013）は、対照との違いか
ら対立とは何かについては言及しているが、二項対
立という言葉が、その概念について注意して定義さ
れたうえで用いられているのではない。佐長（1993）
は、社会科学習での内容把握における二項対立的思
考の意義を、Lévi-Straussに依って描き出そうとし
たものの、対比や類推（アナロジー）の意義・効果
との区別・整理が不十分なまま筆を置いている。こ
うした、特に日本語の「二項対立」という言葉が、
それがいかなる概念を指すかという定義に対する注
意が不十分なままに、用いられているという現実
は、先に見た批判派の磯崎や苫野にも共通するもの
である。これが第二の課題である。
この第二の課題に挑戦した研究として、𠮷川
（2018）が挙げられる。二項対立と呼ばれているも
のの中に「そもそも二項が対立的に成立しているの
かどうか疑問を禁じ得ないもの」があると認め、「二
項そのもののありかた」を問い、「不自然でない二
項対立とはどのようなもので、どのような要件で成
立するのか」（𠮷川　2018, 127）検討しようとしてい
る点で重要である。
しかし、この研究は次の二つの問題も抱えてい
る。
一つに、彼の二項対立の区分についてである。彼
は二項対立を、「是非型」「背反型」「対比型」に分
け１）、それらの下位概念として、「是非型」の下に
四つの類型２）を、「背反型」の下に「反対関係」「概
念的対比関係」「二者択一」「『意図的』対『必然性』」
の四類型を、「対比型」の下にもまた四類型３）を、
それぞれ並置している。「背反型」の下位区分につ
いて、「日常的な意味において反対関係にある二項」
を「反対関係」に、それよりも「抽象化・概念化し
た次元で対比的に設定される」ものを「概念的対比
関係」に入れているが、「日常」とは何か曖昧であ
り、結果として「内政と外交」や「中央と地方」は
前者に、「政府主導と民間主導」「商業重視と農業重
視」などは後者に分類されている。また、たとえば
「対比型」と、「背反型」の下に置かれた「概念的対
比関係」とは、分類のレイヤーを異にしていながら
指すものが重なってしまっている（「対比型」の中
には「蘇我氏の時代と藤原氏の時代」「家庭と地域」
などが含まれるが、「概念的対比関係」に「旧幕府
と新政府」「小さな政府と大きな政府」がある）。
もう一つに、こうした分類と整理、その上に立つ
議論に、理論的な下支えが皆無であることについて
である。そして、二項対立について、このような種
類の二項対立があるのだと外延的に述べることは試
みていても、二項対立とは何かという内包について
は分析できていない。𠮷川を踏まえても、第二の課
題は依然として横たわっているのである。
　以上から、次の２つの課題が存在していると言
える。すなわち、①二項対立に対する「他の選択肢
が見落とされる」批判が妥当であるか検討する必要
があること、②日本の議論教育研究において、「二
項対立」とは何であるかが明瞭にされてこなかった
ため、これを整理する必要があること、である。本
稿が企てるのは、二項対立概念を恣に躍らせること
を避けつつ、先に見た二項対立に対する批判の検
討・応答の試みである。ただし、予めいくつかの断
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りを入れて射程を明確にしておこう。まず、二項対
立は非常に広い概念であるが、本稿は日本での議論
教育における議論に対象を絞る。そのため、２章
で述べるアプローチも日本語という記号に着目した
ものである。また、本稿は二項対立的な問いの設定
が実際に視野を狭めるのかといった実証的な課題は
扱わず、理論的な検討を任務とする。まず理論的な
基盤がまず整備されなければ、それを土台として行
われる教育プログラムの効果の測定も成立しえない
が故である（Kuhn 1991, 5）。
では、議論について哲学という領域から考える
ことの意義は何か。これについては、非形式論理
学の巨頭Perelmanの洞察が語ってくれているよう
に思われる。「自然諸学は何世紀もの間、神に依拠
し、神の観念と、その観念を神が人間に啓示した仕
方とをもっぱらとしていた限り、歴史的文化的状況
と不可分である人間言語をまったく無視することが
できた。」しかし、今日にあって神の地位は当時ほ
ど大きなものではなくなっている。「明証性に与え
られた神の保証を排除する時、あらゆる思考は人間
的思考になり、それとともに、誤謬のあり得るも
の、論争をさけ得ないものとなる。」そこで言葉の
扱い方、議論の仕方について改めて考える必要が出
てくる。「誰もがいやおうなく認める明証的真理は
存在しない」中で、演繹と帰納といった形式論理の
議論形式に限られず、全員とまではいかずともより
多くの人々にとって共有可能な理論を打ち立てる
ために、特に哲学の必要が大きくなる（Perelman 
1977=1980, 226-227）。そこで本稿は、議論の在り方
を教える営みである議論教育について、哲学的・論
理学的に検討するという性格を持つことにする。
本章に続く２章で二項対立とは何であるかを考
察する。意味分析の手法に則って、概念の整理・明
確化を試みる。そうして二項対立について語る土台
を整えたうえで、３章で二項対立批判の内容の妥
当さについて検討する。順序が前後するが、２章
が本節で述べた課題②、３章が課題①に対応する。
「おわりに」では、議論教育のあり方に与える視座
という点からの意義の考察と、本稿の限界の確認を
行う。
２．二項対立とは何か
　二項対立の端緒はPlatoにあるとされている（Joa-
chim 1972）。ただし彼は理論的・形式的にその区分
法を用いたわけではなく、二項対立が体系立てられ
たのはAristotleの『自然学』以降となる。当時は
遺伝子と種の関係に基づいた分類を指していたが、
Jevonsをはじめ論理学が発展した今日、二項対立
は、ある立場とその否定（position and negation）
の間における思考一般の区別を表現している（Bald-
win 1911）。その後、SaussureやLévi-Straussによっ
て二項対立図式が用いられ、Derridaによる二項対
立批判と脱構築の構想が立ち上がるなどして、二項
対立概念は発展してきた（Chandler 2006）。
本章では二項対立の概念を、意味分析の手法に
則って、中でも語源への着目と範列分析（paradig-
matic analysis）によって明らかにする。語源への
着目は、その語の語源や意味変化の流れを手掛かり
として、無意識のうちに使い分けられている類義語
との語義意識の違いや意味の奥に潜む表現心理を
探る手法である（森田　1996, 15-23）。範列分析は、
記号表現の間の差異の中で他の記号の代用との差異
を指す範列的関係（paradigmatic associative）４）か
ら、記号の意味を明確にする手法である（Chandler 
2006）。たとえば「アザラシが魚を食べる」という
文があったとき、この「アザラシ」が「ペンギン」、
「食べる」が「飲む」や「捌く」だったときと比較
することで、記号の差異、そこにある意味を明瞭に
することができる。
　以下、話をわかりやすくするために「項」「対立」
「二」の順に検討していくことにする。
2.1．「項」
「項」という言葉は多義的であり、広い意味で
は、言語学の記号論や論理学、数学における「項
（term）」がある一方で、狭義では言語学の統語論
における「項（argument）」がある。先に狭義の「項」
から見ておこう。
統語論における「項（argument）」は、ある事態
を記述する言葉（＝述語）に必要不可欠な要素と定
義され（内海　2009）、先の「アザラシが魚を食べる」
という文章においては「アザラシ」と「魚」が述語
「食べる」に対応した「項」である。この定義に立っ
たとき、二項対立は、「アザラシが魚を食べる」と
「ペンギンが魚を食べる」という二つの文章におけ
る、述語「食べる」に対応した「アザラシ」と「魚」
という二項を対立させることを意味し、述語を対置
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することや、述語なしにある名詞を対置させること
はできない。
　一方で、広義の「項（term）」は、萩野（2016, 
11）に依れば次のように定義される。
言語ℒの項（term）を次のように定義すること
ができる。
①　ℒの対象変数、対象定数は項。
②　 ℱをℒのn変数の関数記号としたとき、t1,t2,
…,tnが項であれば、ℱ(t1,t2,…,tn）も項。
数学でいえば、０や１などの定数、xなどの変数、
fや＋－などの関数記号、これらを用いた関数f (a） 
やg (x,y） が、「項」にあたる。すなわち、「アザラシ」
も「魚」も「食べる」も「アザラシが魚を食べる」も、
すべて「項」と言える。
　本稿は、統語論に限らず議論教育における二項対
立を考えるものであるため、後者の、論理学や数学
でも用いられる広義の項として項概念を扱う。つま
り、「項（argument）」とは、「項（term）」を包含
するとともに命題まで含んだものである。
2.2.　「対立」
　本節では、「対立」について、「対」「立」の順に範
列分析する。そのうえで、2.1.の内容とあわせて小
括を記す。
2.2.1.　「対」
対立の類語「連立」「並立」「両立」との差を考える
ことで「対」の指すところを探る５）。
「連立」や「並立」と比べたときに、これらは複
数のものであればいくつでも対象にとることができ
る一方で、「両立」と「対立」は二つのものを対象
にしてしか用いられない（大野・浜西　2012）。で
は、「両」との差で考えたときに「対」とはどうい
う意味か。「両」も「対」も二つのものを対象にと
る語であることは共通であるが、そのうえで二つの
違いが見出される。一つは、「対」に「むき合う」
という意味が含まれていることであり、もう一つ
は、「対」は「二つで一つのもの」とされることで
ある（大野・浜西　2012; 山口・竹田　1994）。字源
を辿ると「対（＝對）」は、二つの版の間に土を入
れて撲ち堅めて一つの層をつくる版築の作業からき
ており、ここから二つで対をなすものの双方という
意味が生まれている（白川　1996）。つまり、二つ
で一つをなすものがむかい合う状態が「対」である
と言える。
2.2.2.　「立」
　2.2.1.と同様に、「立」の指すところを探るために、
「対立」と、その類語「対比」「対照」との差を考え
る６）。
「対立」と「対比」では、「比」は人が二人並んで
いる象形から来た字であり、二つのものを並べてお
くという意味がある（比翼など）点は「対立」と同
じであった。そのうえで、「対比」は並んだ二つの
ものの間の違いが目立つこと、違いに注目すること
に焦点を置いており、この点で「対立」と異なる（鎌
田・米山　2011）。対照は、谷口（2013, 381）が言
及したとおり、ある出来事の初めと後とでの変容な
どの違いに着目する点で対立と異なり、「対比」に
近い意味である（大野・浜西　2012）。事実、「立」
の字源は「目に立つ」つまり人目につく状態であり
（森田　1996）、それ以上のことは意味しない。まと
めると「対立」とは、二つのものを並べることを指
すが、それらを比較して両者の間の違いを際立たせ
ることまでは必ずしも含意しないと言える。
2.2.3.　小括
2.1.と併せて考えると、「項」が「対立」する、す
なわち、二つの項が対をなして一つの意味を形成
し、その二つがむかい合っているというのはどのよ
うな状況を意味するか。これについて、Bergsonの
述べたことが参考になる。
概念は通常は対になっていて，二つの対立する
ものを表象している。それについて同時に二つ
の見方を取ることができず，したがってまた，
対立する二つの概念を含まないような具体的実
在は存在しない（Bergson 1934=2000, 240）。
ある概念があったとして、それを単項「X」とし
て扱うとすれば、Xは論理結合子「￢」と結び付い
て項「￢X」を不可避的に導く７）。そして、「冷た
い」の意味が「冷たくない」との差で理解される
ように、Xの意味は￢Xとの差異である（Saussure 
1910=2007, 176-7）。つまり、ある項Xが一つ存在
した時点で、二項Xと￢Xが確実に存在すること
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になるとともに、Xと￢Xとが二つで一つのXと
いう概念全体を形成するということである。これ
は、Lyons（1977）が、「対立」とは相互排他的な
２つのものの関係を指し、そうでない善／悪など
は「相反するもの」として相対的に格付けされて
いるのである、と述べたことに通ずる。Komjath 
& Totik（2006, 23）の記述もそうであるように、二
分（dichotomous）なる状態とは、すべての要素が
AまたはBのいずれかに属し、それでいてAとBの
どちらともに属する要素がないこと、換言すると、
B＝￢Aであり、Aと￢Aで全事象を網羅している
ことを指す。
　ただし、ここで一つ注意が必要である。Komjath 
& Totik（2006）の題に “Classical Set Theory” と
あることが示唆的なように、「項」が「対立」して
いる状況を上記のように捉えるのは古典論理での
話に限られる。古典論理とは、2.3.で詳しく述べる
が、多値論理・直観主義という可能無限の考え方を
採る論理に相対する論理のことを指す（野矢 1994, 
163）。両者の差異は、ある要素Xとその否定￢Xに
よって全事象が網羅されるという排中律を認めるか
否かという点に生じてくる。
2.3.　「二」
　2.2.で触れた、必ずXか￢Xかのいずれかである
という原則、つまり排中律を認める立場が二値論
理であり、これは無限に対する考え方を実無限と
可能無限に分けたときの前者の立場にある８）。後者
のうち、真と偽とは別に「わからない」という第
三値を持ち出すのが、Kleeneらによって打ち立て
られた三値論理であり、「真か偽か以外の回答は無
数にあり得るのではないか」という観点から、０
と１の間にある0.3や0.75など任意の値をとることを
許してJan Łukasiewiczによって体系化されたのが
ファジィ論理（fuzzy logic）である（向殿・本多 
1990）。これらを総称して多値論理と呼ばれる。こ
うした多値論理における「三」や「無数」の値との
差異を見つめることによって「二」とは何であるか
を考えるのが、本2.3.の目的である。
　二値論理と多値論理の差を理解するには、前提と
して多様性に二つのパターンがあることを把握して
おくのが肝要と思われる。この点についてもBerg-
sonの思想が参考になるので、彼の議論をまとめた
Deleuzeの研究に依りながら見ておく。多様性の二
つのパターンとは、一つは段階的で離散的な差異で
ある「非連続で実在する数的な多様性」であり，も
う一つは「数には還元されない潜在的で連続的な多
様性」である（Deleuze 1966=1974, 33-49）９）。前者
の「非連続で実在する数的な多様性」というデジタ
ルな差異に対応した論理が二値論理であり、後者の
「数には還元されない潜在的で連続的な多様性」と
いうアナログな差異に対応したのが多値論理という
ことである。アナログな差異の中では境界を引くこ
とが難しく、そこで多値論理が立ち上がる。こうし
た論理体系では、排中律は認められず、二項の対立
は批判の対象となる。質的な差異を失わせてしまっ
ており、三値以上あるはずのものを二値に限定して
取り上げていると考えられるためだ。１．２．で見
た二項対立批判は、批判者が自覚的かは不明だが、
多値論理の立場から投げかけられたものであるよう
に解釈できる。
３．二項対立が多様な選択肢を損なうという
批判への応答
１章において筆者は、二項対立へ嫌疑を投げか
ける先行研究を挙げ、この検討を目的に掲げた。２
章において課題②に取り組み、二項対立の概念的検
討を終えた今、この目的に立ち返って課題①に挑む
準備ができたと言える。本章では課題①を取り上
げ、二項対立に対する「他の選択肢が見落とされる」
批判が妥当であるか検討する。１節にて一部の先行
研究が孕む誤謬を略述した後、２節・３節にて２
章の概念分析をふまえ課題①を照射する。２節では
第三、第四……の立場の存在を指摘する無限多値論
理的な批判について、３節では「わからない」と
いう三値論理を支持する批判について、検討する。
3.1.　「悪い二項対立」から導かれた「二項対立
が悪い」論
１章の先行研究でも触れた苫野（2017, 63-71）は、
ディベートをはじめとして議論教育の限界を指摘す
るために、例として「教育は子どものためにあるの
か、それとも国家の存続のためにあるのか」や「一万
粒からなる砂のかたまりは『砂山』か否か」といっ
た設問を挙げ、これらを考えることが無意味である
ことを説明した。これらの問いのように、その二つ
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では全事象を網羅できていないような二つの選択肢
のみを提示することは誤った二分法（false dilem-
ma）と呼ばれる典型的な誤謬であり、中でも両端の
二値の間にあった「数には還元されない潜在的で連
続的な多様性」を失わせるものは白黒思考（black 
or white thinking）の誤謬と呼ばれる（Vleet 2012, 
7-9）。前者の教育の目的に関する問いは、他にも
様々な可能性がある中で「子ども」と「国家」だけ
を取り出した点で誤った二分法であり、後者の砂山
の問いは質的な差異を二値に還元している点で白黒
思考の誤謬と言える。そのため、苫野の指摘のうち、
このような問いの設定への批判は妥当である。
しかしながら、批判の矛先はそこにとどまらず、
二項対立的な思考と議論一般にまで向けられてし
まっており（Ibid. 63,78）、この点が不適切である。
そして、同様の論構成は苫野に限らず他の先行研究
にも見られる（竹前　2006）。本来これらの例から
主張が可能なのは、「二項対立が悪い」ことではな
く、「誤った二分法や白黒思考の誤謬に陥った二項
対立が悪い」ことまでである。腐ったリンゴが悪い
からといって、リンゴが悪いことにはなるまい。し
たがって、こうした例をもって二項対立は悪と結論
付けるのは、これもまた誤謬と言わざるを得ない。
3.2.　３つ以上の選択肢の存在について
　3.2.と3.3.では、前節で見たような誤謬に関係な
く、1章で見たような、議論教育における二項対立
に向けられた批判一般に応答する。
まず、二値に還元できない問いが存在する一方
で、二値でしか回答できない問いがあることもまた
認めることが重要である。たとえば、「太陽と地球
の間の平均の距離は約１億5000万kmである」とい
う命題に真か偽かの二値で答えるのは理にかなって
いる（Wrenn 2019, 157-159）。質的な多様性を含ま
ず、非連続で数的な差異を問題にしているこの命題
においては、真偽での回答こそが適切である。これ
は一例だが、二項対立にならざるをえない領域が少
なくとも存在することは確認できる。
　さて、議論教育で扱われるテーマは、事実に関す
るもの、価値に関するもの、政策に関するものとい
う分類が為されることが多い（Snider & Schnurer 
2006, 87-91; 和井田ら　2016, 201）が、特に二項対立
の代名詞として扱われるディベートに関して言えば
政策論題が典型であり（森　2004, 52; 伊豆田・蟹江・
北野・並木　2005, 41）、またディベートに限らず「は
じめに」や「おわりに」でも触れる議論教育教材で
も、政治などに関係して意思決定を問うものが多い
（文部科学省　2008；同2018；総務省・文部科学省　
2015）。つまり、ある行動の実行／不実行を問うこ
とが、議論教育では多いのである。
この事実から指摘できるのは、議論教育で二項対
立的に設定される問いの多くで質的差異が問題とさ
れないことである。たとえば「現行の裁判員制度を
廃止する」か「しない」かを問うとしよう10）。この
問いの設定は、議論の過程で「対象事件を限定して
存置するのがよいのではないか」「陪審員制度のほ
うが優れているのではないか」などの案が多様に展
開されることを妨げない。ただし、ちょうど現実に
おいて裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（裁
判員法）を削除するかどうかの決定が求められると
きと同様に、最終的に結論を出すことが求められて
いるのは、裁判員制度を廃止するか否かという二値
的な問いについてである。対象事件の限定という案
は、制度を存置しているので否定側に属し、陪審員
のほうが優れているという主張も、「だから裁判員
はやめて陪審員を」となれば肯定側、「裁判員と陪
審員の二制度を並立させよう」となれば否定側に属
することになる。つまり、最終的には二値的に回答
するしかない領域を扱っているのである。そうした
原理的に非連続で離散的な問題に対して、質的差異
が見落とされているという「多様性」概念を混同し
た批判が、議論の過程で多様な意見が出ることを妨
げていない事実を看過して行われているのである。
この問題を孕んでいるために、「二項対立的な問い
の設定は何でもYesかNoかに押し込めるからよく
ない」という指摘は、妥当ではないという結論を導
くことができる。
3.3.　「わからない」という選択肢について
　加えて指摘できるのは、このような二項対立の問
いに対しては、三値論理的に「わからない」という
回答を試みたとしても二値に収斂するということで
ある。3.2.が問い自体の性質に着目したものだとす
れば、この3.3.は問いの性質から導かれる回答の性
質に着目したものと言える。前節で見た通り、議論
教育においては未来についての意思決定を問う実践
が多い。これから、ある行動を採るか／採らないか
を決定するのである。ここに、三値論理的に「わか
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らない」「判断できない」という主張が提示されたと
しよう。しかし、「わからない」として、問題になっ
ているある行動についての判断を放棄することは、
畢竟「ある行動を採らない」現状維持という否定側
の立場を支持することになる。前節の例で言えば、
これから裁判員制度を廃止すべきか否かという論題
に対して「わからない」という回答を与えることは、
裁判員法に触れないで保留する、つまり廃止はしな
いままで時間が過ぎることを意味する。これは、「こ
れから、ある行動を採るか／採らないか」の後者の
選択をしたことになる。意思決定の領域を扱う問い
に対しては、三値的な回答は不可能なのである。
このことを、議論教育が悪いという理由にするこ
とはできない。なぜなら、このような意思決定を求
められる場面は、日常生活から政治的な判断まで私
たちの生きる中で様々に生じるものであるために、
不可避であるとともに議論教育に固有の問題でもな
いからである。
3.4.　小括
以上から、日本の議論教育における二項対立批判
に一つの回答を与えることができた。重要なのは
「適切な二項対立でない二項対立的なものもある」
「二項対立が適切な問いの領域もある」といった認
識であると言えよう。そうした要素を無視し、二項
対立というだけで批判を加えることは、「問いが二
項対立か否か」という白黒思考的な二項対立での判
断であり、これは批判派の自ら論駁せんとするとこ
ろと重なってしまう。
おわりに――教育学的意義のさらなる検討
　本稿は、議論教育における先行研究での二項対立
概念の語られ方の杜漏を指摘するものであった。範
列分析を主とする概念の整理の結果、二項対立と
は二つの項Aと￢Aとの関係を指すものと言える。
このような古典論理の立場が主流である一方で、排
中律を認めない立場（多値論理）からは、この関係
は支持できない。だが、そうした立場から寄せられ
る二項対立批判も、二値でしか問えない／回答でき
ない領域が存在し、多くの議論教育の二項対立的な
問いはこの領域を扱っていることから、当たらない
と言うことができる。
　以上にまとめられるような先行研究への指摘は、
それ自体に意義が認められよう。だが、より重要な
のは、本稿の二項対立の検討を通して議論教育に対
して何が言えるかということであろうから、この点
に触れて本稿の意義を記すことにする。
　3.2.で言及した通り、議論教育において、中でも
二項対立的に論題が設定されることの多いディベー
トにおいては特に、二項対立的に問われるのは意思
決定に関する問題であることが多い。一方で、本来
的には二項対立ではないものが「二項対立」と呼ば
れる形で問いとして設定されることが、ないわけで
はない。たとえば、楠元（2007, 119-120）は「飼う
なら犬か猫か」「遊びに行くなら電車か自家用車か」
という論題で、ブレーン・ストーミングやディベー
トの形式で児童に議論させる実践を報告している。
このような実践に対しては、先行研究の批判も一部
――二項対立が不適切という部分ではなく、このよ
うな問いの設定の仕方が不適切という部分において
――当たっている。
　では、どうしてこのような誤謬に陥った実践が生
まれているのか。ここで議論教育を構成するにあ
たって参照される教材や指針に着目してみよう。議
論される論題については、瀬川（1998, 16）が「教
師が二つ以上の立論をすぐに思いつく」「価値的な内
容のある」「（授業の）主題や要旨に迫る」という３
つのポイントを、小西・菅家・Collins（2012, 23-25）
が「資料を調査しやすい」「ディベートを終えるまで
状況が変わらない」など７つの基準を、挙げてい
る。同様に、論題についての要件は、Hansen（2007, 
69）がリストアップしたディベート授業の準備のた
めに最適とされている教科書においても当然論じ
られている（Huber & Snider 2005, 14-18; Snider & 
Schnurer 2006, 79-86）。だが、それら要件の中に、
論題において提示される選択肢が網羅的であるべき
という記述はない。そして、この点に注意が払われ
ていないのは、文部科学省の学習指導要領や指針や
教材における「ポイント」「留意点」でも同様である
（文部科学省2008；同　2018, 172-178, 467-470）。これ
は推測の域を出ない考察であるが、論理学的に当然
とされる要件が、当然であるから明示されず、結果
として「飼うなら犬か猫か」といった議題のもとで
の実践が放置されてしまっていると言えるのではな
かろうか。事実、以上のような教科書に記載されて
いる要件を教示してディベート未経験者に論題を立
てさせるという実践においては、「西洋音楽が好き
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か、邦楽が好きか」「ハード・ミュージックとバラー
ドのどちらが好みか」等の選択肢を網羅できていな
い論題が生み出されている（宮脇　2019, 44-47）。
　以上から、本稿はあるべき議論教育の姿を照射す
る手がかりを提示できると思われる。すなわち、2
章の分析に則り、二つの項が向き合って存在して一
つの全体の意味を表すという意味で二項対立という
概念を扱うことで、３章で見た誤謬に陥ることな
く、多値論理からの批判と衝突することもなく、議
論教育を展開することが可能となる。たとえば、「飼
うなら犬か猫か」という問いを、「飼うなら犬かそ
のほかの動物か」「犬でなく猫を飼うべきである、是
か非か」という適切な二項対立として立て直し、全
事象を網羅する形で選択肢を提示することで、他の
動物や「どちらも飼う／飼わない」といった案を妨
げないよう改良することは難しくない。
　一方で、本稿は以下の限界も抱えている。
　本稿は、現在進行形で議論教育の導入が進行して
いるという日本の公教育の現状を背景に、日本にお
ける議論教育の語られ方の問題を主な対象にして考
察するものであった。そのため、採ったアプローチ
は二項対立という日本語という記号に注目した分析
であり、これは問いに合致している。しかしなが
ら、「はじめに」で触れたFelton やContiの研究に
代表されるように、議論教育における二項対立につ
いての論争は日本に限らず世界的に渦巻いているも
のであり、本稿はそこに一石を投じるには至ってい
ない。
　また、世界的な二項対立に係る問いに目を向ける
と、そこには翻訳の問題も存在しているように思わ
れる。本稿では２章冒頭で概念史を略述する際に
二項対立をDichotomyとして扱ったが、二項対立
と訳されることのある語はDilemmaやBinarismな
ど様々である。それぞれを捕捉するとともに、言語
を越境する際に抜け落ちるものがないかも検討する
余地がある。
注
１） 「A対非A」を「是非型二項対立」、「A対反A」を「排
反型二項対立」、「A対B」を「対比型二項対立」と呼ぶ
と規定している（p. 129）が、「非」や「反」が何を意味
するかについて言及がない。
２） 「事実・事象そのものの是非」「事実・事象の意義と問
題点」「ある場面における個人的な判断」「ある社会的問題
に対する賛否」の四類型である。
３） 「個々の場所、人物、事項等の局所的対比」「個々の場
所、人物、事項等の総合的対比」「個々の事象に内在する
要因の対比」「個々の事象を抽象的な概念からとらえる対
比」の四類型である。
４） 範列的関係はJacobsonの言葉で、Saussureの連合的関
係（coordination associative）と同値。ある項の意味は、
他の代替的な項ではなくその項が選ばれたことに依拠し
ており、その他の代替し得る項との差異に着目して、項
と項の関係を捉える（Penn 2000）。
５） 類語として「鼎立」も挙げられていたが、「鼎」は「二」
に対しての「三」という差異に対応して出現した言葉で
あるため、ここでは扱わず2.3.の「二」を考える議論に託
する。
６） 類語として「対置」も挙げられていたが、「対立」との
差異は見出せなかった。「置」は網を「立てて」おくと
いうところからきた字であり（鎌田・米山　2011）、「立」
との差を見いだせないのはこのことに関係するかもしれ
ない。
７） そのほかの論理結合子「∧」「∨」「→」は、別の項Yの
存在を前提とするので、ここで問題とはならない。
８） 実無限が「数え上げ可能な個の系列が実質的に無限に
およびながら（限界を有せず）、同時にそれが全体とし
て確定された一者」であり、可能無限が「可変的で、い
かなる限界も超えて増大するか、または任意の小ささま
で減少するかのいずれかであるが、つねに有限にとどま
るような大きさ」である（松王　1993）。これは例を挙
げた方がわかりやすい。たとえば、無限に続く円周率π
の中に「00000」という数列が存在するかという問いにつ
いて。人間がそれを発見するには至っていなくとも、当
該数列が存在するという命題は真か偽かの二択である、
という前提に立つのが、実無限の考え方を採った二値論
理である。一方で、まだ見ぬものについてはわからない
という前提に立つのが可能無限である。
９） 『意識に直接与えられたものについての試論』では「不
分明で質的な多様性」とも表現している（山根　2013）。
10） この問いは模擬裁判（竹内　2017）やディベート（平
柳　2014）そのほか議論教育（要田　2011）で多くの実
践が見られるテーマである。
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